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研究成果の概要（和文）：人格権的権利として構成されて論じられてきた平穏生活権に対して、近時、福島原発
事故による被害に関連して、人格権的利益のみならず財産権的利益をも包含した法的概念として、「包括的生活
利益としての平穏生活権」が有力に主張されている。本研究では、下級審裁判例について分析・検討から、平穏
生活権には、人格権的側面に加えて財産権的側面も認められること、および、平穏生活権は補充的機能と基盤的
機能を有することを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Right to peaceful life has been discussed as a moral right. Recently, in 
relation to the damage caused by the Fukushima nuclear power plant accident, "the right to peaceful 
life as a comprehensive life interest" has been advocated as a legal concept that includes not only 
moral rights but also property rights. In this study, from the analysis and examination of the lower
 court cases, it was clarified that the right to peaceful life has a property right aspect in 
addition to a moral right aspect, and that the right to peaceful life has supplementary function and
 fundamental function.

研究分野：民法
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
福島原発事故により生じた被害には、地域における生活が根底から破壊されたという被害があることが指摘され
ている。このような被害に対応する損害として、「ふるさと喪失損害」が主張されており、それを支える権利と
して包括的生活利益としての平穏生活権が主張されている。しかし、この権利の法的構成は十分に明確化されて
いなかった。本研究は、これまで検討の対象とされてこなかった下級審裁判例を分析することを通じて、その法
的構成を明らかにすることを通じて、福島原発事故により生じた被害に対する適正な救済のあり方を示すことに
寄与している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 平穏生活権は、当初、プライバシーの侵害を精神的平穏の侵害として法的に基礎付けるために
用いられ、その後、暴力団事務所、廃棄物処理場、バイオハザード施設等の差止めを基礎付ける
ための権利としても認められてきた。このように、従来、平穏生活権は、人格権的権利としての
平穏生活権の侵害という構成のもとで論じられてきた。 
 2011年 3月に発生した福島原子力発電所事故（以下「本件原発事故」）以後、本件原発事故に
よる被害を法的に把握するための概念として「包括的生活利益としての平穏生活権」が有力に主
張されている。この法結的生活利益としての平穏生活権は、地域において平穏な日常生活を送る
ことができる生活利益そのものを法益として、生存権、身体的・精神的人格権、さらには財産権
をも包摂した権利とされており、地域での元の生活を根底から丸ごと奪われたという福島原発
事故における被害の実態を受け止める権利構成であるとされる。研究開始当初、このように本件
原発事故における被害を「包括的生活利益としての平穏生活権」の侵害と捉えること自体につい
ては一般論として支持が広まっていたが、平穏生活権は健康・生命に不確実性を伴うリスクがあ
る場合に用いられる概念であるとして、包括的生活利益としての平穏生活権と言う法的構成を
用いることに否定的な見解も示されていた。 
 また、福島原発事故による被害が、放射線被曝そのものや、被曝を避けるための避難による被
害に加えて、地域における生活が根底から破壊され、地域における生活が根底から破壊されたと
いう被害がある。このような特徴をもつの福島原発事故の被害は、損害論のレベルにおいて包括
的に把握する概念として、「ふるさと喪失損害」が主張されていた。このふるさと喪失損害にお
ける「ふるさと」は、単に「昔過ごした懐かしい場所」という意味にとどまらず、人々が日常生
活を送り生業を営んでいた場としての「地域」を指しているとされる。このようなふるさと喪失
損害を権利論の視点から支える根拠として示されていたのが、包括的生活利益としての平穏生
活権であった。 
 以上のような議論状況に照らして、本件原発事故の被害救済・紛争解決にとって、平穏生活権
の法的構成を規範的・体系的な視点から具体的に提示することが喫緊の課題となっていた。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、人格権的利益と財産権的利益のいずれをも包含する権利概念としての平穏
生活権を認めうるのか、認めうるのであれば、そのような平穏生活権はどのような法的構成・機
能を有するのか、という問いに対して具体的な解を示すことである。 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法においては、平穏生活権が、下級審裁判例の蓄積を基礎として導かれてきた法的
概念であることが重要な意義を持つ。平穏生活権は、最近になって出現したというものではなく、
下級審裁判例において散発的に現れていた考え方の発展であるとされる。このような平穏生活
権をめぐる議論の発展の経緯に鑑みれば、平穏生活権の構成・機能を考察するためには、福島原
発事故をめぐる訴訟以外の事案において、下級審裁判例が平穏に生活を行うことを法益として
どのように扱ってきたのか、という問題に改めて目を向ける必要がある。特に、平穏生活権をめ
ぐるこれまでの学説の議論において重視されてこなかった下級審裁判例について分析・検討を
行うことが重要となる。そこで、本研究においては、平穏生活権についての従来の学説における
整理には適切に位置づけられないと考えられる下級審裁判例を析出し、この裁判例の分析と検
討を行うと言う方法を用いて、平穏生活権の法的構成・機能を明らかにすることとした。 
 
４．研究成果 
 下級審裁判例の分析から、従来の議論では論じられていなかった内容として、次の三つを
指摘できる。  
 第一に、財産権的利益に関わる平穏生活権が認められていることである。従来の議論において
身体権や（精神的不快感などの）主観的利益といった人格権的利益を対象とする権利と整理され
てきた平穏生活権が、財産権的利益についても機能を有することを示す裁判例がみられる。 
 第二に、包括的に種々の人格権的利益を享受する活動としての「平穏に生活すること」それ自
体を被侵害利益とすることが認められていることである。このように平穏に生活することそれ
自体を保護法益とする平穏生活権は、従来の議論における平穏生活権の整理のいずれの類型に
も位置付けることはできない 。 
 第三に、包括的に種々の財産権的利益を享受する活動それ自体も被侵害利益と認められてい
ることである。人格権的利益を享受する活動にとどまらず、財産権的利益を享受する活動そのも
のについても、平穏生活権として構成されている。このような平穏生活権も、やはり従来の議論
において示されている類型のいずれにも位置付けることはできない 
 以上のような下級審裁判例の分析から、まず、平穏生活権には、人格権的側面に加えて、財産
権的側面も認められると言うべきであることが明らかとなった。 
 さらに、平穏生活権には、補充的機能と基盤的機能が認められることも明らかとなった。 



 補充的機能とは、次の二つの内容を含む。その一つが、人格権・財産権いずれについても、既
存の法理では権利として把握されてこなかった利益について、総合的な考慮のもとに権利性を
認めるか否かを判定する場を提供し、その権利性が認められると判断される場合には保護の範
囲の拡大を基礎付ける、という意味で人格権・財産権を補充する機能である。もう一つが、人格
権的利益と財産権的利益を保護法益として峻別することが適当とは言えない場面（相隣関係的
調整の場面等）において、紛争の実態に即した受忍限度判断（総合的衡量）を基礎付ける機能で
ある。 
 基盤的機能とは、人格権的利益・財産権的利益のいずれをも享受する活動そのものを保護法益
として把握することを基礎付けるという意味で、人格権・財産権を享受する基盤を法的保護の対
象とする機能である。 
 以上のような平穏生活権の人格権的側面と財産権的側面、およびその補充的機能と基盤的機
能を通じて、包括的生活利益としての平穏生活権という法的構成、およびふるさと喪失損害とい
う損害概念を基礎付けることができることも明らかとなった。 

以上 
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